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連合総研では、「日本経済社会は、100 年に一度といわれる世界金融危機のなかで未曾有の先進国同

時不況に直面し、生産減少、失業者増大、生活不安の高まりなど深刻な事態に直面している。この背

景には、従来のアメリカ中心の金融・生産・貿易の世界システムが抜本的な再編を迫られているとい

う構造問題が浮上している」との問題意識の下に、現下の経済不況の構造的特色を明らかにするとと

もに、国民･住民の生活と雇用の安心･安定を確保するために緊急に必要な雇用対策、社会保障策の具

体的内容ならびに今後中長期的に必要な雇用創出策、社会保障強化策、新産業育成策などの『ニュー

ディール政策』を検討することを目的に「雇用ニューディール研究委員会」が設立された。研究委員

会では、連合総研のこれまでの研究プロジェクトで積極的に発言してきた 10 名（含む主査）の学識者

が５回にわたる委員会討議を行い、その討議内容を本報告書にとりまとめた。 
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